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論 文 内 容 要 旨
研 究 目 的
わが国の稲作は弥生時代にはじまり、2千 年の日本文化を支えてきた。経
済社会の発展とともに各種の技術革新が行われ、稲作 の生産力は着実に増加
し、多労 ・多肥のもとでの多収という日本独自の稲作農法が成立 した。
米生産は昭和30年代の日本経済の高度成長期以降の食料需要の多様化に伴
う米消費の減退 と、米生産の安定的増大 の中で、需給のバランスが崩れ、構
造的過剰が発生 したことを契機として重要な局面を迎えている。 こうした時
期にあって、輸出産業を重視する経済界はその見返 りとしての農産物輸入の
促進を主張 し、その一環として、日本の米生産の構造の全面的な改革を提唱
している。 この主張の骨子 としては、米生産が過保護農政のもとで不当に維
持 されている結果、零細な生産性の低い状態を抜け切れず、その生産費を高
騰させていること、ここに競争原理を導入すれば規模の経済が働き、生産性
が上昇 して国際競争力をもちうるというものである。 この経済界の主張に対
し、農業側か らは規模拡大の可能性、離農者の就業問題等多 くの反論が出さ
れている。
本論文ではこの問題を技術論的に捉え、もし土地流動化が進展すればアメ
リカ型の稲作が 日本に定着するのかどうか、それを究明することを目的とし
た。すなわち通常アメ リカの稲作 と日本の稲作 は規模の差と捉えられるが、
そのことは事実として も、その規模の差がどういう技術構造の差を もた らす
のかの検討が課題となるのである。
研 究 の 方法
主題に関する分析は農法論的方法を援用する。農法論は農法自体の もつ発
展の論理を究明する理論であって・農法の発展のメカニズムを支える支柱と
して 「地力維持体系 」と「雑草防除体系 」を基本に据えている。前者は作物
の生育 に関するものであり・後者は作物の生育を阻害する要因の除去に関す
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るものである。 しか し農法自体が1つ の生態系 として捉え られている段階で
はともか くとして、外給を通 じての諸条件の変化(化 学肥料、農薬、機械な
ど)が農法に大きく影響を及ぼすようになってきている近代においては、農
法 自体のもつ発展の論理はかなり大きく修正を伴 うものでなければな らない。
本論文では基本に農法論をふまえなが ら、日本の稲作 とアメ リカの稲作をそ
の発生史か ら捉え、その異質性について究明 した。
研 究 の 内 容
1.日本型稲作 とアメ リカ型稲作の相違
日本の稲作は水田の造成には じまる。水田は湛水するために囲 った区画で
あり、その区画の中の田面は均一な湛水深を保つために水平にされ る。小区
画であるが故にかなりの傾斜をもった土地であって も水利の得 られ る限りは
階段上の水田を作 ることによって水田を造成することができ、初期 には小河
川の流域、山間で造成され、用水に溶け込んでいる養分あるいは洪水 ・地す
べ りによる客土効果等を含めて草肥の外部か らの地力移転が 「地力維持体系 」
を構成 していた。また 「雑草防除体系 」としては移植法によって本田での稲
と雑草との生育のステージの差を利用する雑草防除を基本 とし、それに手取
除草を組合わせ、労働力多投(移 植、除草)に よる生産力の高い稲作を実現
したのであった。また一定の深さの作土の下は漏水を防止 して湛水 しやす く
し、代かきによって この機能を更に強化することも水田のもつ特性となしう
る。こうした水田稲作の最 もす ぐれた性格は連作障害を防止 して連作を可能
とした点にある。
アメ リカの稲作は畑地で行われる。 もっとも初期には沼沢地での稲作であ
ったが、 「地力維持体系 」も「雑草防除体系 」もきわめて原始的な生産力の
低いものであって、東部海岸の稲作は南北戦争の結果、安い奴隷労働力が確
保できなくなって消滅する。
アメ リカの稲作の歴史はたかだか300年、畑地の稲作がはじまってか らは
100年にすぎない。最初か ら商業的稲作であり、販売を目的としていた点で
日本 の稲作 とは基本的に目的が異なる。そ して当初水稲は比較的有利な作物
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であったため、畑作物の一環に組入れ られることになった。 しか し一般畑作
物 とは異なり、その適地は十分に水の得 られるところ、湛水のために十分に
平坦なところが適地 として選ばれたのであった。
こうして水稲は当時の畑作技術水準のもとで輪作体系の1作物 として組み
込まれ、その上で湛水を要する水稲のための特殊な技術的配慮が行われた。
この段階での 「地力維持体系 」はきわめて不備で、本源的地力と休閑による
補完であり、 「雑草防除体系 」は水田状態 と畑状態の くり返 しによる防除と
人力による除草程度 にすぎなかった。 しか し畜力を利用することはかなりの
面積をカバーすることを可能とさせ、 ここから低い土地生産性 と高い労働生
産性 というアメリカ稲作の性格が鴎与されることになった。 こうした稲作の
形態では相対的に米価格が有利であって も、水稲の連作は雑草害のために不
可能であり、直播 一 輪作 という結合は、移植一連作というわが国の稲作とは
全 く対照的な様相を呈する。
2.わが国の稲作機械化の特殊性
多肥多労による多収というわが国の稲作 も日本経済の高度成長に労働生産
性の増大を余儀なくされる。非農業への農業労働力の流出は機械力を利用 し
ない稲作を不可能 とし、機械技術の開発、その普及を促進する政策上の援助
などによって、年々急速に機械の導入が行われた。土地面積あたりの機械力
の投入は、 この結果アメ リカの水準をはるかに超え、労働生産性(物 量)も
著 しく高まった。何故 このことが可能になったのか、また何故機械力の投入
の水準がアメ リカのそれを超えたのか、また何故それで もなお投入労働量は
アメリヵのそれをはるかに上回っているのか。
以土のことはすべて人力作業体系の上での部分作業の機械化という日本農
業機械化の特質を示 しているものである。すなわちわが国の稲作農法は門定
の家族労働力による人力作業を前提 として経営土地面積を対応 させてきた。
人力作業であったか らこそ、かなりきめ細かい操作が可能であったし、その
ことが高い生産力を維持する基礎 ともなっていた。戦後苦汗労働か らの解放
を目.的として機械の導入が行われ・動力耕転機・動力防除機、動力田植機、
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自脱型 コンバインなどの開発普及が次々と行われてきたが、それらは相互に
はほとんど関連なしに行われた。そ してそれぞれの機械は、人力作業で達成
していた精度水準を満たす ことを要求 されるため、技術開発には時間を要 し
たが、開発が行われた段階では作業体系上の他作業との関連がないというこ
とで普及が急速にすすむ ことになる。わが国独自の田植機、自脱型 コンバイ
ンの開発 もこのことの結果であり、本来牽引用原動機であった トラクターが
耕萩機 として機能するようになることもまた このことによる。そして機械資
本の投入 も大きくなり、生産費を高める効果をもつ と同時に、手作業部分も
多 く残されることになるのである。
3.直播栽培の意味
移植一連作という日本型稲作の骨格の中で、労働力不足対策として直播問
題が大正末期か ら再三にわたって取上げられてきたが、未だに直播栽培技術
は一般的なものとして定着 してはいない。それは直播一連作 という基本的に
矛盾する形態を実現 しようと試みているか らに他ならない。湛水直播は移植
の延長線上に位置づけられるが、機械化大規模栽培では当然アメリカのよう
に乾田直播によらねばならず、乾田直播では移植法の排除に伴 う「雑草防除
体系 」が別途用意されなければならない。わが国で行われている直播につい
てみると、適地に行われているもの以外はすべて労働集約的な直播であり、
移植に代わる直播 という考え方ではなく、作期をず らすための、いわば移植
を補完する形での直播 と位置づけられるものである。機械化が 日本独自の人
力農法上の特殊性をもつのと全 く同様に、直播栽培 も日本農法の椎の中でし
か成立 しえないものであることが知 られる。
4.日本型稲作の進むべき途
水田の造成によって移植一連作の骨組みをもち、多肥 ・多労で高い土地生
産性をもつ日本型稲作は国際競争 という新たな局面を迎えた。競争の場で対
決すべきアメ リカの稲作は畑で直播一輪作の骨組みをもち、土地生産性の低
い点を、高い労働生産性と低い地代を基礎に大規模生産でカバーしてきた。
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「地力維持体系 」は初期にはきわめて不備であったが、化学肥料の投入が容
易に行えるようになった段階か ら生産力は急速に増大 してきている。また畜
力利用を原型 として成立 した作業体系はやがて機械力利用に変わ り、作業精
度の向上、適期作業の実施によって収量増大に寄与するとともに、大幅な労
働生産性の増大を達成 した。その他農薬 ・除草剤の利用等 も重なり、単年度
の土地生産性 はわが国のそれに匹敵あるいは凌駕するまでになった。更に輪
作体系の確立は気象条件、土壌条件などと相侯って潜在的な生産力の発現を
予測させる。 これに対 しわが国の稲作は、与えられた条件の中で最高の水準
に達 し、今後の生産力の大幅の増大は望み得ないし、労働多投型の稲作は経
済発展の中で労働費部分の上昇という形で生産費の大幅の低下は期待できな
い。
しか し、わが国の稲作の中にアメリカ型の農法を導入 して農法転換をはか
ることは不可能であり、規模拡大 ・低生産費の方向 も、あくまでそれは日本
型稲作の椎の中の問題であることを認識 しなければならない。規模拡大によ
る生産費低減の方向は今後のわが国稲作の向 うべぎ1つの方向ではあるにし
ても、集約化 による多収追求の過去の稲作の発展経過を顧みるとき、更に一
層の土地生産性の追求が発展の基本線として据え られなければならない。稲
作農家の極度の兼業化によって生産意欲が損われ、技術開発による生産力発
展の条件が与えられなが ら、それが生産力に結びついていない現状を打開 し、
稲作生産力発展を実現する方途が現在求められるのである。
一124一
審 査 結 果 の 要 旨
わが国の稲作は,昭和30年代の高度経済成長以降,食 料需要の多様化に伴う米の消費の減退 と
米生産の安定的増大の中で需給のバランスが崩れ,生 産制限が実施されるとともに,食糧管理法
による米価支持政策 もなし崩 し的に改変され,生 産者には低米価 消費者には高米価をお しつけ
ることになり,一方,貿 易自由化の圧力は農産物輸入問題をめぐって,保 護農政への批判が高ま
り,そ の矛盾が表面化し根本的見直 しを迫 られ,わ が国農政上最大の問題 となっている。
比較優位の原則にもとつく国際分業論はやや影をひそめたとはいえ,こ こ数年来,わ が国農業
の規模の零細性を止揚 し,企業的大規模経営を創設 し,高度の技術と知的集約度を以って高生産
性,低 コス トを実現し,稲作も輸出産業型に改造すべ しとの意見さえ出ている(NIRA報告)。
この提言の背景には,世界最大の規模 と生産性を誇るアメリカの農業がモデルになっており,
稲作生産においてもアメリカ式大規模機械化稲作を手本としているようである。
著者 はこのような風潮に対 して,わ が国稲作の歴史的,風 土的特性を技術論的に考察 し,わが
国のそれは移植を基本とする湿地型稲作であり,ア メリカのそれは直播による畑地型稲作であ っ
て根本的にその技術的,経営的構造が異なることを指摘する。
わが国の稲作は,経済の高度成長に伴 う農業労働力の不足により,次第に機械が導入され,規
模 も拡大されてきたが,そ の基本はあくまで家族労働を主体とするきわめて精緻な技術と綿密な
管理の下に,高 い土地生産性を追求す る農法であ り,機械化も部分的手労働を代替するにすぎず,
アメリカのようにはじめから,機械(馬 → トラクター)化 一貫体系を前提 とし,徹底的に労働生
産性を追求 した農法 と根本的に異なり,いたず らに規模拡大,機 械化がアメリカ型稲作と直結す
るといった短絡的思想に対 して,綿密な農法論的視野からこれを反論 している。その論理は説得
的であり,独創的であり,重大な危機 に立たされた現在の日本稲作(同 時に日本農業全体)問題
解決のための重要な手掛りを与え,農 業経営学研究面及び農業政策遂行面 に大きな貢献をなす も
のと考え られる。よって著者は農学博士の学位を授与する資格ありと判定した。
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